











































































1）　最大判昭和44年 6 月25日刑集23巻 7 号975頁。
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誉であると解しており（大判大正15年 7 月 5 日刑集 5巻303頁），学説上も多数説で
あるとされる。
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11）　最一小判昭和34年 5 月 7 日刑集13巻 5 号641頁。
12）　『最高裁判所判例解説刑事編昭和34年度』166頁〔竜岡資久執筆〕を参照。
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，言論の応酬が行われている状況下






































































































34）　最三小判平成 9年 5月27日民集51巻 5 号2009頁。
35）　なお，この点につき，佃・前掲注84～85頁を参照。
インターネット上での個人の表現行為と名誉毀損罪の成否
105
えないものの，本判決がその論拠とする，被害者であっても反論が可能で
あるという「インターネットの特性」と，インターネット上で個人利用者
によって「発信される情報の信頼性についての受け取られ方」の 2点につ
いては，果たして適切な論拠となりえているのかにつき，疑問を呈しうる。
なお，本件は，冒頭にも述べたように控訴審判決において一転して有罪
判決が下され，現在上告中であるという。新聞報道や弁護人の論稿による
紹介によれば，控訴審判決は「『被害者に反論の可能性があることをもっ
て最高裁大法廷判決が判示している基準を緩和しようとするのは，被害者
保護に欠け，相当でないといわざるを得ない』」36）旨を，また情報の信頼
性の受け止められ方という点についても，ネット上の情報を見た人はその
情報にいくぶんかの真実が含まれていると考えるのが通常であり，名誉毀
損の危険性は従来のマス・メディアと変わらない旨37）を，それぞれ指摘
しているという。インターネット上の表現活動の特性をどのように受け止
めるかが，法的責任の成否についての，本判決と控訴審判決の判断とを分
けたとも考えることができようか。
いずれにせよ，インターネット上の表現活動による名誉毀損の法的責任
の成否をめぐっては，検討すべき課題が少なくないと考えられる。
〔追記〕本稿校正時に，「LEX/DBインターネット」にて，本件控訴審判決
である，東京高裁平成21年 1 月30日判決に接した。
36）紀藤・前掲注⑵ 6頁。
37）　日本経済新聞2009年 1 月31日朝刊34頁を参照。
